
親子の孤独・孤立を防ぐ！

アウトリーチ型

食支援の全国普及に向けて

 -現状と課題-

政策提言ディスカッション
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本セッションの流れ

40分
　国会議員との意見交換

   全国の事業実施上の課題

　厚生労働省 子ども家庭局 虐待防止対策推進室

　支援対象児童等見守り強化事業について

10分

5分   イントロダクション、全国普及の概況

 質疑応答など
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5分



登壇者の紹介

元防衛大臣
衆議院議員 

稲田 朋美 氏

子どもの貧困対策推進議員連盟幹事長
衆議院議員

長島 昭久 氏

自由民主党 副幹事長
衆議院議員

木村 弥生 氏
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厚生労働省 子ども家庭局
家庭福祉課　虐待防止対策推進室長

　山口　正行 氏
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登壇者の紹介
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全国普及の概要
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CONFIDENTIAL 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全国

支援対象児童等見守り強化事業は65市区町で実施 *

*令和３年３月時点交付決定ベース



支援対象児童等見守り強化事業について
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青森県 弘前市
五所川原市

宮城県 涌谷町
茨城県 つくばみらい市

常総市
土浦市

栃木県 日光市
小山市

埼玉県 飯能市
三郷市
吉川市

東京都 文京区
中野区
豊島区
昭島市
町田市
足立区
目黒区
清瀬市
港区
八王子市

神奈川県 鎌倉市

山口県 山口市
宇部市

徳島県 徳島市
高知県 本山町
福岡県 久留米市

小群市
長崎県 長崎市

壱岐市
雲仙市
長与町
新上五島町
対馬市

熊本県 菊陽町
大分県 杵築市

豊後大野市
宮崎県 日南市

三股町
都城市

鹿児島県 龍郷町
沖縄県 嘉手納町

与那原町

石川県 金沢市
福井県 越前市

あわら市
勝山市
坂井市
大野市
永平寺町

岐阜県 岐阜市
静岡県 浜松市
三重県 桑名市

名張市
滋賀県 甲賀市
京都府 京都市

向日市
大阪府 大阪市

松原市
兵庫県 明石市
奈良県 吉野町

奈良市
岡山県 総社市
広島県 福山市

大竹市

２９都府県 ６５市区町

事業実施状況（令和３年３月時点交付決定ベース）　
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質問１

要保護児童対策協議会の構成員の民間団体でなければ事業は実施でき

ない？

質問２

本事業の対象は、要対協に登録されている支援対象児童だけなのではな

いか？

質問３

自治体「NPOの取り組みを行政が関与した形で新しく事業を作るのは難し

い。」
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答

本事業の実施者である民間団体等は、必ずしも要保護児童

対策地域協議会の構成員に限定されるものではありませ

ん。

質問１

要保護児童対策協議会の構成員の民間団体でなければ

事業は実施できない？

「支援対象児童等見守り強化事業の実施に係る自治体向けＱ＆Ａについて（更新）」
（令和３年３月１２日付事務連絡　厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課）
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答

本事業の対象は、「要保護児童対策地域協議会の支援対象児童等と

して登録されている子ども等」であり、これは要保護児童対策地域協

議会の支援対象児童等として登録されている子どもだけではなく、地

域社会から孤立しがちな子育て家庭や妊娠や子育てに不安感を持つ

家庭等の子どもや妊婦も含まれます。

質問２

本事業の対象は、要対協に登録されている支援対象児童だけなのではないか？

「支援対象児童等見守り強化事業の実施に係る自治体向けＱ＆Ａについて（更新）」
（令和３年３月１２日付事務連絡　厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課）
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答

１　各市区町村と個別の民間団体等の関係については、国として状況を承知し

てはおりませんので、各市町村の実情に応じた事業実施を検討して頂ければ

と考えておりますが、公募による事業者の選定が難しいということであれば、各

市区町村の社会福祉協議会に相談するということもあろうと考えられます。

２　なお、厚生労働省としては、市町村子ども家庭支援指針（ガイドライン）にお

いて、児童虐待防止の取組に当たって、日頃から子育て支援を行う民間団体

等との連携の推進をお願いしているところです。

質問３

自治体「NPOの取り組みを行政が関与した形で新しく事業を作るのは難しい。」

「支援対象児童等見守り強化事業の実施に係る自治体向けＱ＆Ａについて（更新）」
（令和３年３月１２日付事務連絡　厚生労働省子ども家庭局家庭福祉課） 14



　全国の事業実施上の課題 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 人口の多い自治体での大型事業の実施が困難1

 官民連携事業での個人情報共有ルールが不明確2

　全国のノウハウを学べる機会が不足3

このセッションでは、事業の全国普及に向けて、

以下の３つの課題について議論します
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事業の全国普及の課題①

補助基準額が一律であり、

人口の多い自治体での

大型事業の実施が困難

（支援対象児童等見守り強化事業について）
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支援対象児童等見守り強化事業
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一団体あたりの補助基準額が一律（970万円まで）であり、

利用家庭を増やしていくような事業設計が難しい。

１団体に複数区域を委託

団体B 団体C団体A

団体A

（一定の条件を満たせば可）

訪問数や家庭数に応じた金額を委託

現在の仕組みではできない設計だが、

人口の多い自治体でも事業を実施しやすい設計の例

い地区 ろ地区 は地区

に地区

対象家庭 予算額

団体A 300 2,400万円

団体B 100 800万円

団体C 200 1,600万円
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事業の全国普及の課題①

補助基準額が一律であり、

人口の多い自治体での大型事業の実施が困難

対象家庭が多い大規模な自治体でも 
活用しやすい制度(予算) にするには

どうすればいいか？ 
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登壇者による
ディスカッション
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官民連携で見守りを行う際の

個人情報共有ルールが不明確

事業の全国普及の課題②
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保育園　　　

園児の1人が家庭での食事量が

少ないようで心配…
こども宅食の訪問時の様子は

どうだったのか教えてほしい。
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画像はイメージです

事例①

支援対象以外の「気になる家庭」についての情報交換はできない

支援対象児童ではない、生命の危機があるような

重篤な状態でもない。



事例②

行政に対する拒否感が強く、本人同意が得られない場合

子ども家庭課から

行政に対する拒否感が強く

会えない家庭について、

こども宅食の見守り時の様子を教え

てもらえないか？

民間：拒否的な家庭なのでしばらく情報共有の同意

を取れそうにない。行政の依頼であれば

提供してもいいのか？提出後はどうなるのか？
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全国調査でも、支援につながりにくい家庭がいることが

地域に一定数いることがわかっている。
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● 虐待の早期発見・予防、困難を抱える家庭の重篤化予防といっ

た観点で民間団体との連携はますます重要。

● 現場では、①支援対象以外の児童の対応（例：予備群の見守り

活動）、②要対協の枠外の民間団体との連携、

③支援拒否ケースの対応などがあり得るが、

● 官民連携事業における個人情報共有の指針は現状、

こうした事例はカバーされていない。

まとめ
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改正個人情報保護法が令和４年４月に施行される予定。
今後、関係省庁でガイドラインやQ&Aの整備が進められる。

https://asset.businesslawyers.jp/42518f8b91680e6251e63b5ca3248ee3a50f96da.jpg 27



事業の全国普及の課題②

官民連携で見守りを行う際の

個人情報共有ルールが不明確

官民連携の見守り事業の推進のため、

現場が動きやすくなるように

指針や具体策など何か示せないか？
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全国で、要対協にNPOが加盟している地域は1割。

社会福祉協議会でも6割にとどまる。

「要保護児童対策地域協議会の設置運営状況調査結果の概要」表 3 要保護児童対策地域協議会の構成機関（平成 30年4月1
日現在）  https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/000680040.pdf
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登壇者による
ディスカッション
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全国の自治体・民間団体が

事業のノウハウを学ぶ機会が不足

事業の全国普及の課題③
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CONFIDENTIAL 

こども宅食は、コンビニのように、全国で同一規格化、

オペレーションの完全マニュアル化が難しく

地域の実態に合わせたモデルを構築する必要がある。

全国で同じ規格・同じ運営
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CONFIDENTIAL 

　実施団体は、事業推進にあたって様々なサポートを希望している。
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● こども宅食は、全国同一企画で事業は実施できず、

地域の特徴に応じた事業設計が必要。

● 地域や団体の実情に応じ、事業の設計段階から、

運営開始後も、事業の多岐にわたる課題が出てくる。

● 一方で、他地域の工夫や好事例を学ぶ場・機会が不足。

まとめ
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事業の全国普及の課題③

全国の自治体・民間団体が

事業のノウハウを学ぶ機会が不足

全国での事業立ち上げハードルを下げ、

さらに、各団体が事業を改善・成長させる

ためには、どういった仕組みが必要か？
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登壇者による
ディスカッション
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